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概要： デジタルネイティブ世代の学生が入学する時代となり、大学入学以前に情報

教育を受ける機会が拡大しているが、実態はというと、教育は受けてはいるが活用で

きるレベルに達している学生は少ない。本学では、2002 年度より継続して新入生の情

報教育の実態についての調査を実施している。さらに、2012 年度より 1 年生に対し 3

回の ICT スキルチェックを導入し、入学前と入学後の学生の状況について可視化する

とともに、情報活用能力の向上を目指した初年時教育への教育支援体制についての検

討も進めている。本稿では、これらの調査により得られた結果と本学での取り組みに

ついて報告する。 
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1. はじめに 

 本学は、3 学部 6 学科から構成される文科系

女子大である。1990 年代以降、各大学で情報教

育が行われてきているが、本学でも 1996 年に

教育・研究用情報システムセンターを設置し、

クライアント・サーバ型による情報系教室の構

築をはじめ学内の情報教育環境の整備を行って

きた。2002 年に改組し、現在の情報センター（以

下、センターとする）となった。当初より情報

科目は必須ではなく、センターによる講習会と

基礎教養科目の情報系科目（選択科目）とで学

生への情報教育を進めている。 

 2003 年度より高等学校では、新しく「情報」

が必須科目としてスタートし、2006 年度以降、

それを履修した学生が入学してきているが、大

学においてもまた情報教育を実施している状況

にあり、その再教育を必要としている学生も多

いことが確認できる。[1]さらに、私立大学情報

教育協会や文部科学省における中央教育審議会

などでも情報活用能力を求められている。[2] 

 他大学でも学生の情報教育に対する実態調査

が実施されている[3][4][5][6]が、本学でも、急

速に進む社会の変化による学生の実態を把握す

るため、2002 年度より継続して新入生へのアン

ケート調査を実施し、2012 年度からは学生の

ICT スキルの可視化とスキルアップを目的とし

て初年時に 3回の ICTスキルチェックを始めた。 

 本稿では、本学での取り組みとこれらの調査

により得られた結果について報告する。 

 

2. 支援体制と取り組み状況 

 まず、本学の情報教育に対するセンターの取

り組みについて述べる。センターの初年時への

情報教育支援の主な流れを図 1 に示す。 

 本学では入学時に全新入生にアカウントを発

行し、オリエンテーション期間中にそれを正し

く利用するために必要な最低限の内容について

のガイダンスを実施している。高等学校で「情

報」科目がスタートする以前は、時間をかけ実

習形式の講習会（最大 2 時間×3 回）を行って

きた。しかし、最近ではスケジュール等の問題

もあり、アクティベーションや学内の情報環境



などについての簡単なガイダンス（1 時間程度）

だけを実施している。あわせて、アンケート、

スキルチェックもこの期間で実施している。 

 特に、スキルチェックに関しては、図 1 に示

すように入学年次に年 3 回実施し、学生の情報

スキルレベルの向上について調査している。 

 

 
図 1 初年時の教育支援の流れ 

   

 また、教育業務の一環として、初年時必修で

ある導入教育科目内で、出張講義という形で情

報教育支援を行っている。これは当初希望クラ

スのみへの対応であったが、2012 年度より一部

の学科を除き必須とすることとし、文学部では

1 コマ×2 回、その他の学部では 1 コマをセン

ターが請負い情報教育を行っている。 

 ほか、教員、学生の要望に応じて、不定期に

情報教育支援のための講座を実施している。 

  

3. アンケート調査 

 前述のオリエンテーション期間中に実施して

いるアンケート調査について詳細を述べる。 

 

3.1. 調査方法と回答率 

 2004 年度以前は、本学合格者に事前に用紙を

配布し、登校日初日に回収するというアンケー

ト用紙による調査を実施していたが、2007 年度

からは Web ベースでの調査に移行した。図 2

は、2012 年度に実施したアンケートのイメージ

である。 

 

 

図 2 アンケートイメージ 

 

 表 1 に各年度の回答状況を示す。 

 

表 1 各年度の回答状況 

 

  

 年度ごとに多少のばらつきはあるが、オリエ

ンテーション期間のガイダンスを利用して調査

を進めているため、各回 9 割以上の回答を得て

いる。 

 

3.2. アンケート項目 

 2002 年度のスタート時より、ほぼ同内容のア

ンケート項目で実施している。ただし、教科「情

報」の実施や、携帯端末の発展など、社会情勢

の変化に応じて多少の項目の見直しも行ってい

る。以下は、本学で実施しているアンケート質

問項目をまとめたものである。 

（全員共通） 

 高等学校等でのパソコン利用状況につい

て 

 高等学校等での「情報」科目を履修につ

いて 

 パソコンの経験について 

 パソコン(コンピュータ)に対しての興味 

 SNS（ソーシャルネットワーク）の利用

状況について 



 パソコンの所有状況について 

 自分専用のパソコンについて 

 情報関係の資格や検定試験について 

 携帯電話･PHS の所有状況 

 携帯電話以外の携帯端末（DS,PSP,iPod 

touch など）の所有状況 

（パソコン所有者） 

 使用しているパソコンの環境  

 使用頻度や利用状況について 

 インターネットへの接続 

 ウィルス対策について  

 プリンタの所有について 

 以降、アンケート項目のいくつかについて調

査結果を報告する。 

 

3.3. パソコンの興味、「情報」の履修状況 

 パソコンへの興味と「情報」の履修状況につ

いて述べる。 

 図 3 にパソコンへの興味についての回答結果

を示す。 

 

 
図 3 パソコンに対する興味 

 

 これをみると、パソコンに対して興味がある

層はそれなりに多いが、興味がない学生も 1 割

程度いる。2011 年をピークに興味が薄れてきて

いるように読み取れるが、これは、携帯電話や

スマートフォンなどの普及の影響が出てきてい

るためではないかと考えられる。 

 次に、図 4 に高等学校での「情報」科目の履

修状況についての回答結果を示す。 

 
図 4 高等学校での「情報」科目の履修状況 

 

 やはり、他の調査と同様、本学においても「情

報 A」の履修が多い。また、複数科目履修して

いる学生もいる。一方で、履修していない学生

も数パーセント残っていることがわかる。 

 

3.4. パソコンの所有状況と個人所有 

 図 5 に、入学時点でのパソコンの所有状況に

ついての回答結果を示す。 

 

 
図 5 パソコンの所有状況 

  

2008・2009 年は未所有の学生も多く見受けら

れたが、ここ数年で自分専用のパソコンを持つ

学生も増えていることがわかる。一方で、未だ

所有していない学生もわずかであるが存在する。

近年自分専用のものを持つ学生が増えているが、

家族などとの共有利用も 35％ほど存在してい

る。 

  

 



 次に、図 6 にパソコンの購入時期についての

回答結果を示す。 

 

 
図 6 個人所有のパソコンの購入時期 

 

 パソコンの購入時期については、やはり大学

入学をきっかけに個人購入・大学あっせん販売

などで購入する学生が最も多い。一方、入学後、

様子をみてから検討する学生も 30％ほどいる

ことがわかる。 

 

4. 情報活用能力と ICTスキルチェック 

 前章のアンケート結果から、自分専用のパソ

コンを持ち、高等学校までにそれなりに勉強し

てきていることがわかる。だが、いざ課題を与

えるなどすると、現状では ICT を使いこなせる

レベルに達していないと感じられることも多い。 

 以下、前述のアンケート調査結果に加えスキ

ルチェック調査を踏まえて、この実態調査とそ

れに対する本学の対応について述べる。 

 

4.1. 学んできたこと、学びたいこと 

 図 7 に高等学校で学んだことについての回答

結果を示す。 

 本学でも、他大学の状況と同様に、高等学校

までにワープロの活用を中心にプレゼンテーシ

ョンや表計算などの学習をしてきている学生が

多いことを読み取ることができる。 

 
図 7 高等学校までに学んだこと 

   

 それに対し、図 8 に大学で学びたいことにつ

いての回答結果を示す。 

 

 
図 8 大学で学びたいこと 

  

 ここでも 8 割前後の学生がレポート作成や表

計算、プレゼンテーションを学びたいと回答し

ている。 

 高等学校までにワープロ・表計算・プレゼン

テーションソフトの使い方は学習してきている

にもかかわらず、大学においても学びたいこと

の上位を占めている。どういう部分が身につい

ていて何が不足しているのか、追求する必要が

ある。 

 そこで、本学では 2012 年度より、初年時に 3

回の ICTスキルチェックを導入し現状の把握と

サポート体制について検討を始めた。 

  



4.2. ICTスキルチェック 

 高等学校までに学んできことと大学で学びた

いことが大きく重なっている点をうけ、表 2 の

ようなチェックリストを作成した。 

  項目作成に際しては、情報活用能力として、

大学教育における情報リテラシーは何かという

ことを検討し『本学で学ぶ学生として、学習の

ために必須と思われるコンピュータスキルおよ

び社会生活上必要な情報倫理』として最低限身

につけてほしい項目を 5 分類 30 項目にまとめ

た。 

 

表 2 チェックリスト 

 

 

 実施については、前述の図 1 の通り、 

① 入学時 

② 前期終了時 

③ 後期終了時 

の 3 回とし、学内の Web システムを利用し、“で

きる”、“できない”を 5 段階に分け 1～5 の選

択制で回答させる。図 9 にそのイメージを示す。 

 

 

図 9 スキルチェックのイメージ（2013 年度） 

 

 ICT スキルチェックの 2 年間の回答率は、表

3 の通りである。 

 

表 3 ICT スキルチェック回答率 

 

  

 1 回目は、新入生アンケートと一緒にガイダ

ンスを通じて実施しているため回答率が高いが、

2 回目以降についてはは学生ポータルの掲示板

で回答を促す以外の手段がないため回答率が下

がっている。2 回目以降については回答率を上

げる工夫が必要である。 

 ここでは、特に最新の 2013 年度 2 回分のデ

ータについて検討する。 

 図10に 1，2回両方に回答した学生を対象に、

その自己評価がどのように変化したかを示す。 

 1回目の評価点毎に、2回目の自己評価が上昇

した・下降した・同じだった学生の数（各項目

の平均人数）を表している。 

 



 
図 10 1 回目と 2 回目の自己評価の変化 

  

 これを見ると、全体的に講座実施後の自己評

価が上昇していることが分かる。特に 1 回目の

自己評価が低かった層は上昇の傾向が高く、学

生スキルの底上げができているものと思われる。  

一方、1回目の自己評価が高かったのに、2回目

では自己評価が下がっているという学生も一定

数存在する。これは、講座を受講したことによ

り、最初の自己評価が自分のスキル実態と合っ

ていなかったことを再認識したのではないかと

考えられる。 

  

4.3. レポート作成を中心に 

図 11 に、レポート作成の項目 1～15 より、比

較的身に付いていると思われる上位 5 項目（項

目 1，3，5，6，9）と得点が低く身についてい

ないと思われる下位 5 項目（項目 4，12，13，

14，15）について 1 回目の回答数をまとめたグ

ラフを示す。 

 この図から、高等学校までに学習している部

分とそうでない部分が可視化できる。たとえば、

レポート作成に必須のページ番号の挿入や脚注

などについて、高等学校までに学習していない

ことが分かる。一方で、図表の挿入については、

高等学校までに学習していて身に付いているよ

うに見受けられるが、この点については、実際

に授業を行うとできないことも多く、新たな学

びとなる学生も少なくない。 

 

 
図 11 レポート作成項目における 1 回目回答 

 

  図 12 に、2 回目のスキルチェックに対して

図 11 と同様の調査を行った結果のグラフを示

す。 

 

 
図 12 レポート作成項目における 2 回目回答 

 

 1 回目、2 回目を比較すると、項目 4 につい

ては例外であるが、少しの教育支援をすること

によりスキルアップしていることが分かる。 

 次に個々の学生の状況について着目し、1 回

目、2 回目の差の合計を分布したものを図 13 に

示す。 

 これは、表 2 のチェックリストのレポート作

成の項目 1～15 を、基礎項目（項目 1，3，5，

6，7，9，11，15）と応用項目（項目 2，4，8，

10，12，13，14）とに分け、1 回目と 2 回目の

差の合計を個人ごとにプロットしたものである。 



 
図 13 レポート作成項目における 1 回目、2

回目の個人ごとの差分の分布 

 

 赤丸の示すグループについては、その要因と

今後の対応を検討する必要がある。 

 

5. パソコンと携帯端末の利用の変化 

 パソコンの利用時間と携帯電話の所有状況、

についての回答結果について述べる。 

 

5.1. パソコンの利用時間と携帯電話状況 

 パソコンの利用時間の調査については、アン

ケート調査開始時から継続して行っており、過

去 6 年の調査結果を図 14 に示す。 

 

 

図 14 パソコンの利用時間 

 

2012、2013 年度の状況をみると以下のような

特徴がみられる。 

① ほぼ毎日利用する学生の割合が、5％前後の

割合で減少している。 

② 週・月に数回程度と回答する学生が増加し

ている。 

③ 全く使わない学生の割合がわずかであるが、

増えている。 

 あわせて携帯電話の利用状況に着目してみた

ところ、以下のような傾向がみられた。図 15

に、携帯電話の所有状況についての回答結果を

示す。なお、この項目は、2011 年度より追加し

た項目となるため 3 年分の回答結果となる。   

  

 
図 15 携帯電話の所有状況 

 

 3 年分ではあるが、スマートフォンの伸びが

著しく、従来の携帯電話機離れを容易に読み取

ることができる。 

 ここ数年、スマートフォンの所有率が急速に

拡大しているが、本学においても同様であると

いえる。スマートフォンでは、パソコンとほぼ

同様のことができることから、学生が普段利用

する情報端末がパソコンからスマートフォンに

置き換えられてきているのではないかと推察で

きる。 

 スマートフォンの利用時間と利用状況を含め

今後、調査していく必要がある。 

 

6. SNSの利用実態とその考察 

 一方、近年急速な普及を見せる SNSの利用状

況についても 2012 年度より項目を設けて調査

をしている。図 16 に SNS の利用実態について

の回答結果を示す。 

 



 
図 16 SNS の利用状況 

 

 他のアンケート項目は、毎年の大きな変化は

あまり見られないが、先にも述べた通りスマー

トフォンの所有率と SNS の利用状況の 2 点に

ついては大きな変化が見て取れる。これまで学

生たちが好んで利用していたmixiもTwitterや

Facebook に取って代わり、利用していない学生

数も減少している。 

 スマートフォンの普及と関係があるのではな

いかと推察されるが、踏み込んだ調査までには

至っていない。今後、情報倫理の教育と合わせ

て検討課題となっている。 

 

7. まとめ 

 これまで継続して実施してきた入学時のアン

ケート調査と、学生の実態から試行錯誤で行っ

てきた情報教育支援であるが、2012 年度から実

施したスキルチェックによる学生の状況の可視

化などを通じて、初年時の学生に対しての対応

は体系化できた。しばらくは、様子を見ながら

次のステップへの移行についてこの体制を継続

しつつ緩やかに変化をしていくことになるであ

ろう。今後の課題としては、2 年時以降の学生

についての対応と社会への接続が挙げられる。 

 これまでの本学での情報教育は、他校と同様

に、操作教育を中心としたものであったが、高

等学校から大学、そして社会へと期待される情

報活用能力の向上を目指し、より効果的な学習

が期待できるアクティブラーニング型へシフト

していく必要があり、カリキュラム改革を含め

検討中である。e-Learning の活用、昨今話題に

なっている反転学習の効果的な活用や使いやす

く機能的なシステムの構築なども課題の一つで

ある。 

 現状では、学生の感覚での回答となっている

チェックリストについてもより正確な状況を把

握するための実技を取り入れた調査の方法など

についても検討の余地がある。 

 さらには、急速に進んでいるスマートフォン

やタブレットなど多様化する情報機器への対応

や SNS の利用に関しての倫理教育などについ

ても検討し、時間を割いていく必要があるであ

ろう。 

 あげていくとまだまだ課題は多いが、アンケ

ート調査と 3 回にわたるチェックリスト、学部

と連携した情報教育支援については本学の体制

にマッチした構成が構築できたと感じる。 
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